
主目的 5 20 4

副目的

款 項 目 大 中

【平成２５年度実施内容】

・中小企業退職金共済制度助成金

市内に事業所を有する中小企業者を対象に、中小企業退職金共済制度の掛金の一部を助

成し、この制度への加入を促進することにより、市内中小企業の育成と従業員の福祉の増

進を図った。4,232千円

・事業主・従業員等高度健康診断補助金

小牧商工会議所が実施する満４０歳以上の市内事業者の事業主、従業員等の高度健康診

断（人間ドック）に対し補助をした。2,400千円

・労働関係講習会の実施

愛知県尾張事務所と共催で労働関係講習会を実施した。平成２５年度は１１月１２日に「改

正労働契約法のポイントと対応」等の講座を行い、５１名の参加があった。

商工振興課

商工労政係

2

小牧市中小企業退職金共済制度促進助成規則、小牧市労働団体等事業費補助金交付要

綱、小牧市事業主・従業員等高度健康診断補助金交付要綱

1

平成３０年度以降

商工業

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

就職希望者や未就労者の就労を支援します

1

平成１２年度以前

産業・交流

5

～

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

勤労者の福利厚生の充実と向上を図る。

内容

（手段）
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正労働契約法のポイントと対応」等の講座を行い、５１名の参加があった。

・労働団体等事業費補助金

勤労者の健全な育成並びに福利厚生及び文化経済の向上を図ることを目的に、地域労働

団体に補助した。　1,100千円

　

【２５年度その他直接経費の内訳】

消耗品費（13千円）

【２６年度直接経費の内訳】

講師謝礼（20千円）、普通旅費（6千円）、消耗品費（14千円）、中小企業退職金共済制度助

成金（5,000千円）、事業主・従業員等高度健康診断補助金（2,400千円）、労働団体等事業

費補助金（1,100千円）
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事業の

達成状況

・中小企業退職金共済制度助成金の助成件数については、昨年より減少した。

・労働関係講習会については、目標（定員）には達しなかったが、例年とほぼ同数の

参加があった。
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実実実実

施施施施

事業実施におけ

る課題

・中小企業退職金共済制度は中小企業の事業者が加入者となる制度であるが、知名

度があまり高くないため加入条件を満たす中小企業でも制度に加入しておらず、退職

金制度のない企業があるので、制度についてのＰＲが必要である。
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次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

労働講座については、尾張県民事務所が尾張地区全体を対象としているため、市

外受講者が多い。市として費用負担はあまりないが、なかなか受講者が集まらな

い状況であり、毎年、小牧市で実施してもらう必要性は低いと考えられるため、毎

年、小牧市で開催することについて見直しの検討をする必要がある。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

維　持

方向性の判定

判　定　理　由

維　持

方向性の判定

・中小企業退職金共済制度、労働者関係講習会の開催について、チラシやホーム

ページにより多くの方にＰＲ活動を行う。
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２７年度以降

の改善案

・中小企業退職者共済制度への加入、解散存続厚生年金基金から中小企業退職者

共済制度への移行ができることのＰＲ方法等を検討する。

・労働関係講習会の開催について、多くの方に利用いただけるようＰＲ方法等を検討

する。

施施施施

結結結結

果果果果

・中小企業退職金共済制度助成事業は、中小企業に勤務する勤労者の退職金を確

保するために必要な助成制度であると考える。

・労働関係講習会についても、企業の担当者に労働に関する法的知識を習得してい

ただく機会を設けるためには必要と考える。

判定理由

・中小企業退職金共済制度助成事業を廃止すると、制度加入への影響が少なからず

あると思われるため、勤労者福祉への低下が懸念される。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２６年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


